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ポイント解説

金融庁企業会計審議会
第3回サステナビリティ情報保証部会における議論の概要
企業会計審議会第3回サステナビリティ情報保証部会が2026年10月29日に開催され、企業会計審
議会の意見書案が示され、その内容について審議されました。

 本公開草案の主なポイント

これまでの金融審議会のサステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループでの検討を踏まえ、
2026年4月24日の企業会計審議会総会において、保証業務実施者が準拠すべき保証基準や品質管理基準等のあ
り方について、企業会計審議会に「サステナビリティ情報保証部会」を新設し審議を開始することが決定されました。

過去2回のサステナビリティ情報保証部会の議論を踏まえ、金融庁の事務局から示された、「サステナビリティ情報の保
証業務に関する基準、品質管理に関する基準及び倫理・独立性に関する基準の設定について（意見書案）」につい
て議論が行われ、委員からは制度の方向性に総じて賛同する意見が示されました。
（１）国際基準と整合した日本版の保証基準等の整備
国際基準(ISSA 5000等)と整合しつつ日本固有の事情を踏まえ、保証業務・品質管理・倫理及び独立性に関する
基準（JSSA 5000・JSQM 1・JESSA）を金融庁が策定する。

（２）第三者保証の義務付け範囲を限定し、保証水準は「限定的保証」
適用開始から2年間はScope 1・2 GHG排出量、ガバナンス、リスク管理に限定し、3年目以降は今後検討。保証
水準は限定的保証とし、合理的保証への移行検討は行わない。

（３）監査法人以外も参入可能、ただし品質・独立性を重視
登録要件を満たせば監査法人以外も実施可能。独立性・倫理、審査、引継ぎ等を基準の要求事項とし、金融庁
による登録審査・検査・監督と併せて、保証品質の確保を図る方針が示されている。

背景

概要

意見書案の主なポイント

2026年10月29日

一．経緯
1. 審議の背景
2. 審議の経緯

二．第三者保証制度導入の意義、基準の性格、策定のあり方等
1. 第三者保証制度導入の意義
2. 基準の性格
3. 基準策定のあり方
4. 本意見書の位置付け

三．サステナビリティ情報の保証業務に関する重要な事項
1. 保証業務の目的
2. 保証業務の実施の前提
3. 保証対象となるサステナビリティ情報の特性
4. 保証範囲
5. 保証水準
6. 財務諸表監査との関係
7. その他留意すべき事項

1. ガバナンスに責任を負う者
2. 審査
3. 保証業務の引継及び共同サステナビリティ保証

四．国際基準との調整

五．実施時期等

意見書の全体イメージ(事務局提案)

留意事項
本意見書は、保証業務に関する基準等の策
定のあり方や重要事項を取りまとめたものであ
り、保証業務実施者に対する新たな要求事
項を定めるものではない。

意見書案が示す今後の対応
• 保証業務実施者が準拠すべきサステナビリ

ティ情報の保証業務に関する基準等は、
2027年3月末までに策定されることが望ま
しい。

• 同時に同基準等の実施に当たり、関係法
令において、同基準等の指定等について
所要の整備を行うことが適当である。

参考：事務局説明資料（2026年10月29日）

今後の予定（意見書案の確定に向けて)

事務局は指摘を踏まえ意見書修正案を委員に回付し、異論がなければ部会案として確定し、企業会計審議会総会
に報告されます。
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金融庁のサイト

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向
日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を取
りまとめています。

企業会計審議会第3回サステナビリティ情報保証部会議事次第：金融庁
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